
橿原美容専門学校学則 

昼間課程・通信課程 

第１章 総則 

（設置目的） 

第１条 

本校は、学校教育法および美容師法等の定めるところにより、美容の技能を養成す

ることを目的とする。 

（名  称） 

第２条 

本校は橿原美容専門学校という。 

（位  置） 

第３条 

本校の位置を奈良県橿原市曽我町９１５の１番地に置く。 

第２章 課程の組織及び収容定員 

（養成課程） 

第４条 

本校の課程及び収容定員は次のとおりとする。 

昼間課程 美容科 ８０名 （４学級）（総定員１６０名） 

      高等課程 ４０名 

専門課程 ４０名 

２．本校の別科は次のとおりとする。 

通信課程 美容科 １２０名 （９学級）（総定員３６０名） 

３．各学級の収容定員は１学級４０名とする。 
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第３章 修業年限 在籍年限 学期及び休業 

（修業年限） 

第５条 

本校の修業年限は次のとおりとする。 

昼間課程    美容科 ２年 

通信課程    美容科 ３年  

 

（在籍年限） 

第６条 

本校の在籍年限は次のとおりとする。 

昼間課程   美容科 ２年以上４年以下とする。 

通信課程   美容科 ３年以上６年以下とする。 

（学年・学期） 

第７条 学年を次のとおりとする。 

昼間課程 

学年は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

通信課程 

 学年は、春期生と秋期生に分け、次のとおりとする。 

  春期生  ４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 ※春期生が第４条２項に定める条件に満ちた場合、秋期生の学年は行わない。 

秋期生 １０月１日に始まり翌年９月３０日に終わる。 

２．学期を次の３期に分ける。 

昼間課程 

第１学期  ４月１日から  ８月３１日まで 

第２学期  ９月１日から１２月３１日まで 

第３学期  １月１日から  ３月３１日まで 

 

－２－ 



通信課程 

 春期生 

第１学期  ４月１日から ９月３０日まで 

第２学期 １０月１日から１２月３１日まで 

第３学期  １月１日から ３月３１日まで 

※春期生が第４条２項に定める条件に満ちた場合、秋期生の学期は行わない。 

 秋期生 

第１学期 １０月１日から１２月３１日まで 

第２学期  １月１日から ３月３１日まで 

第３学期  ４月１日から ９月３０日まで 

（休 業 日） 

第８条 

休業日は次のとおりとする。 

（１） 土曜日・日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律に規定する日 

（３） 学校創立記念日１０月２３日 

（４） 夏期休業８月１日から８月３１日まで 

（５） 冬期休業１２月下旬から１月上旬まで 

（６） 春期休業３月下旬から４月上旬まで 

２．必要がある場合は、校長は、前項の休業日を臨時的に変更することができる。 

３．第１項に定めるものの他、校長は臨時の休業日を定めることができる。 

４．教育上必要があり、かつやむを得ない事情があるときは、第１項にかかわらず休業

日に授業を行うことができる。 
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第４章 教育課程・学習評価・卒業認定等 

（教育課程及び授業時数） 

第９条 

本校の教科課目及び授業時間数は次のとおりとする。 

（昼間課程）  

課   目 
単 位 数 

１年次 ２年次 

必修課目 

関係法規・制度 １単位 ― 

衛生管理 １単位 ２単位 

保健 ２単位 １単位 

香粧品化学 １単位 １単位 

文化論 １単位 １単位 

美容技術理論 ３単位 ２単位 

運営管理 １単位 ― 

美容実習 １５単位 １５単位 

小     計 ４７単位 

選択必修課目 

着 付 

１０単位 １０単位 
エステティック 

メイクアップ 

ネイルベーシック 

合     計 ６７単位 

※ １授業時間を５０分とし、１単位を年間計画に基づき３５週行うことを標準

とする。 
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また、高等課程において教科課目の学習を補助するため次のとおり講習を行う。 

課   目 単 位 数 

補助課目 

現代社会 １単位 

化学 １単位 

保健 １単位 

合     計 ３単位 

（通信課程） 

面接授業 

課   目 
単 位 数 

右記以外の者 美容所常勤従事者 

必 

修 

課 

目 

関係法規・制度 ２単位 ２単位 

衛生管理 ６単位 ６単位 

保健 ５単位 ５単位 

香粧品化学 ６単位 ６単位 

文化論 ２単位 ２単位 

美容技術理論 ５単位 ２単位 

運営管理 ２単位 １単位 

美容実習 ９０単位 ３５単位 

小     計 １１８単位 ５９単位 

選択必修課目 ２単位 １単位 

合     計 １２０単位 ６０単位 

※ １単位の基準を５時間とする。 

 

 

 

 

 

－５－ 



通信授業 

課   目 添削指導の回数 

関係法規・制度 ３回 

衛生管理 ４回 

保健 ３回 

香粧品化学 ２回 

文化論 ２回 

美容技術理論 ８回 

運営管理 ３回 

美容実習 ６回 

（単位の修得） 

第１０条 

昼間課程  各学年の教育課程を履修した生徒については所定の単位を修得した

ことを認定する。 

通信課程  教科課目ごとに、教育課程を履修した生徒については所定の単位を

修得したことを認定する。 

（成績評価） 

第１１条 

    昼間課程 

各学期の成績評価を次の比率により、教科課目ごとに１００点満点法を用いて

算出することを原則とする。 

  考査素点 ７０～８０％    平常素点 ３０～２０％ 

    通信課程 

教科課目ごとの成績評価を、１００点満点法を用いて次のとおり算出すること

を原則とする。 

 面接授業 

  考査素点 １００％ 
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通信授業 

  社団法人日本理容美容教育センターの通信授業より算出する。 

（教育課程の修了及び卒業の認定） 

第１２条 

    昼間課程 

     第９条で定める教育課程及び授業時数を履修し、課目ごとの成績評価において、 

総合評価６０点以上のものに対し卒業を認定する。 

    通信課程 

     第９条で定める教育課程及び授業時数を履修し、課目ごとの成績評価において、 

６０点以上のものに対し卒業を認定する。 

（授業日数及び出席日数） 

第１３条 

    昼間課程 

各学年の授業日数は年間３５週行うことを標準とし、第９条で定める教育課程

及び授業時数を履修するものとする。 

    通信課程 

１単位の基準を５時間とし、第９条で定める教育課程及び授業時数を履修する

ものとする。 

（原級留置） 

第１４条 

各学年の課程を修了したと認められないときは、当該生徒を原級に留めおくこと

ができる。但し、通信課程においては３年次に判断する。 

第５章 入学・休学・退学及び罰則 

（入学資格） 

第１５条 

本校に入学することができる者は、次の各号に掲げる者とする。 

（１） 美容専門課程は学校教育法第９０条に規定する者（高等学校卒業者） 

これらの者と同等以上の学力があると認められる者を含む。 
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（２） 美容高等課程は学校教育法第５７条に規定する者（これらの者と同等以上

の学力があると認められる者を含む）であって本校が実施する入学試験に

合格した者。 

第１６条 

学校教育法第９０条に規定する者に該当しない生徒（講習対象生徒）は、美容師養

成施設における中学校卒業者等に対する講習を受けなければならない。 

（入学時期） 

第１７条 

本校の入学時期は次のとおりとする。 

昼間課程    毎年   ４月 

通信課程    毎年   ４月・１０月 

※４月生が第４条２項に定める条件に満ちた場合、１０月入学は行わない。 

（通信課程の地域・運営組織） 

第１８条 

通信課程の地域・運営組織に関して、次のとおり定める。 

（１）地  域  第９条で定める教科課目の履修に際し、通常的に面接授業 

          が可能な範囲とする。 

（２）運営組織  通信授業 

社団法人日本理容美容教育センターに業務委託を行い、

質疑応答に関する相談窓口を本校に設置する。 

         面接授業 

           本校にて実施する。 

 

 

（３）委 託 先      通信課程通信授業について次のところへ業務委託を行う。 

            名 称  社団法人日本理容美容教育センター 

            住 所  〒１５１－８５０５ 

                 東京都渋谷区代々木３丁目４６番１８号 

            連絡先  ０３－３３７０－３３１１  
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（転 入 学） 

第１９条 

転入学することができる者は、第１５条に規定する資格を有し、修業期間内に美容

師養成施設指定規則第３条第１項第１号（ハ）に定める教科課目等が履修できるよ

うすでに履修した課目及びその単位数等を十分検討した上で、転入学を許可する。 

（休  学） 

第２０条 

生徒が疾病その他、やむを得ない事由によってその学期間の３分の１以上休学す

る場合は診断書及び、その事由を記し、校長の許可を得なければならない。 

第２１条 

前条の規定により休学中の生徒が復学しようとする時は、所定の書類にその事由

を明らかにし、校長の許可を得なければならない。 

（退  学） 

第２２条 

生徒が退学しようとするときは、所定の書類にその事由を明らかにし、校長の許可

を得なければならない。 

（表  彰） 

第２３条 

校長は他の生徒の模範と認められる生徒を表彰することができる。 

（訓戒・停学・退学） 

第２４条 

次の各号の一つに該当する者には、訓戒、停学、退学を命ずることがある。 

（１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２） 学力劣等で卒業の見込みがないと認められる者 

（３） 正当な理由がなくて出席が常でない者 

（４） 学校の秩序を乱し、その他、生徒としての本分に反した者 

（５） 授業料の未納が１学期に及ぶ者 
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第６章 諸届・授業料等 

（自宅外通学の届出） 

第２５条 

保護者は、生徒を自宅外から通学させようとするときは、速やかに届け出なければ

ならない。 

（保証人が欠けたときの誓約書の提出等） 

第２６条 

保護者は、保証人が欠けたときには、速やかにこれに代わる者を定め、誓約書を改

めて提出しなければならない。 

（改姓又は死亡） 

第２７条 

保護者は、生徒が改姓または死亡したときは、直ちに届け出なければならない。 

（伝染病発生時の処置） 

第２８条 

保護者は、生徒又はその同居者が学校保健法施行規則（昭和３３年文部省令第１８

号）第１９条に規定する伝染病にかかり又はかかるおそれがあるときは、直ちに校

長に届け出なければならない。 

２．校長は、前項の規定による届け出があったときは、当該生徒に対し、出席停止を命

ずることができる。 

（欠席・欠課・遅刻又は早退の届出） 

第２９条 

生徒が欠席・欠課・遅刻又は早退しようとするときは、直ちに、校長に届け出なけ

ればならない。 

２．負傷又は疫病により７日間以上の期間にわたって欠席しようとするときは、前項の

届け出に医師の診断書を添付しなければならない。 

（忌引の届出） 

第３０条 

忌引しようとするときは、速やかに届け出なければならない。 
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２．忌引の日数は次のとおりとする。ただし、葬儀のため遠隔の地に赴く必要のある場

合には、実際に要した往復日数を加算することができる。 

（１） 父母         ７日 

（２） 祖父母・兄弟姉妹   ３日 

（３） 伯叔父母       １日 

 

（諸証明書） 

第３１条 

次の各号にあげる証明書の交付を受けようとする者は、手数料を添えて願い出な

ければならない。また、手数料を１通につき３００円とする。 

（１） 卒業証明書（卒業見込証明書を含む。） 

（２） 成績証明書（単位取得証明書を含む。） 

（３） 在学証明書（在学した期間の証明を含む。） 

（４） 進学に関する証明（調書を含む。） 

（授業料等） 

第３２条 

授業料等は各学期の始まるまでに完納しなければならない。 

昼間課程 

（１） 入学金      １００，０００円 ／ 入学時 

（２） 授業料      １５０，０００円 ／ 学期 

（３） 実習費      １００，０００円 ／ 学期 

（４） 施設費      １００，０００円 ／ 年間 

（５） 校友会費      １２，０００円 ／ 入学時 

（６） 傷害保険料      ２，１００円 ／ ２年間 

（７） 添削授業料     ３０，０００円 ／ ２年間（高等課程のみ） 

（８） 教材費      １６７，６２０円 ／ 入学時 

※ 教材費については、物価変動等により学生購入実費を基準とする。 
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通信課程 

（１） 入学金       ６０，０００円 ／ 入学時 

（２） 授業料       ２０，０００円 ／ 月 

（３） 施設費       ５０，０００円 ／ ３年間 

（５） 校友会費      １２，０００円 ／ 入学時 

（６） 傷害保険料      ２，３４０円 ／ ３年間 

（７） 添削授業料     １０，０００円 ／ ３年間（高等課程のみ） 

（８） 課題集・通信事務費 １０，０００円 ／ ３年間 

（９） 特別授業料     １８，９００円 ／ ３年間 

（１０） 教材費       学生購入実費を基準とする。 

 

（生徒証の交付） 

第３３条 

生徒証は、本校の生徒となったときに交付する。 

第７章 組織・細則 

（教職員組織） 

第３４条 

    次のとおり教職員をおく。 

学校長         １名 

副校長         １名 

教頭          １名 

常勤教員        ８名 

非常勤教員       ８名 

※ 副校長と教頭の職務は兼務することができる。 

（細  則） 

第３５条 

  本学則に基づき、学校運営の円滑化を図るため、学校長が別に定める。 

 

附  則 

１ 本学則は、平成２９年４月１日より実施する。 
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附  則 

１ 本学則は、平成３０年４月１日より実施する。 

２．平成２９年度以前に入学した学生については、なお従前の学則による。 
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